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カーボンニュートラルとは 2

出所）カーボンニュートラルと地域企業の対応（2024.5） 関東経済産業局



ＧＸ（グリーントランスフォーメーション）とは 3

出所）カーボンニュートラルと地域企業の対応（2024.5） 関東経済産業局



国の政策動向（第７次エネルギー基本計画（原案）抜粋） 4



国の政策動向（第７次エネルギー基本計画（原案）抜粋） 5



国の政策動向（第７次エネルギー基本計画（原案）抜粋） 6



国の政策動向（ＧＸ２０４０ビジョン（案）） 7



国の政策動向（日本の排出削減の現状と次期ＮＤＣ水準） 8

出所）2024.11.25 第６回 中央環境審議会 産業構造審議会 合同会合 事務局資料



〇鹿島臨海工業地帯
世界の素材産業をリードするトップ企業を始め
とする多様な産業集積

日立製作所グループやその協力企
業を中心に国内有数の電機機械産
業の集積地として発展、極めて技術
力の高い約1,200社の企業がもの
づくりの産業基盤を形成

日立・ひたちなか地域

鹿島臨海
工業地帯

筑波研究学園都市

〇日立・ひたちなか地域
製造業を中心として発展してきた「ものづくり都
市」、多くの優れた技術を創出

鉄鋼や石油化学など素材産業
約1７0社が立地

イノベーション拠点
（大学・研究機関）

 日立・ひたちなか地域や鹿島臨海工業地帯を代表に、工業団地が多数整備

 県内５地域（県北・県央・鹿行・県南・県西）に、県・市町村・民間合わせて約1５0
の工業団地が整備され、延べ約2,000社が立地

9茨城県の産業構造



茨城港（日立港区）

鹿島港

 自動車の輸出入（ベンツ、日産）
 東京ガスLNG基地

 世界有数規模の掘り込み港湾を中心に、鹿島コンビ
ナートが形成され、幅広い産業が集積
• 鉄鋼（日本製鉄ほか）
• 石油精製（鹿島石油）
• 石油化学（三菱ケミカル、AGC、ENEOSマテリアル、ク
ラレ、信越化学、花王、DICほか）

• 食糧・飼料（昭和産業、関東グレーンターミナルほか）
• 発電（火力、風力、太陽光、バイオマス）

 建機生産（コマツ、日立建機）
 JERA常陸那珂火力発電所

茨城港（常陸那珂港区）

茨城沖
 各種風力発電による再エネ電力拠点

• 鹿島灘陸上風力（7万kw）+洋上風力（3万kw）運転中
• 鹿島港洋上風力着工準備中（16万kw）
• 浮体式洋上風力のポテンシャル

 CO2貯留適地としての検討

天然ガス
パイプライン
（茨城幹線）

茨城県臨海部の特徴とポテンシャル 10



エネルギー転換
（発電等）８.０%

産業
3４.０%

その他
３９.５%
※業務・
家庭等

全国CO2
間接排出量

約10.４億t
（202２）

その他
1２.３%

エネルギー転換
（発電等） 2.９%

産業
６３.３%

その他
2０.７% 特定事業場

CO2排出量

約2５百万t
(202１)

鹿嶋＋神栖＋日立＋東海
＋ひたちなか＋大洗

8８.７%

出典：茨城県環境白書(R６)等

＊県地球環境保全行動条例に基づく
特定事業場の報告から集計

出典：国立環境研究所
温室効果ガスインベントリオフィス
「日本の1990～202２年度の温室効
果ガス排出量データ」202４.4.１２発表

運輸
1８.５%

運輸
1３.１%

本県CO2
間接排出量

約４３百万t
（20２１）

※特定事業場：次のいずれかに該当する事業場
前年度化石燃料使用量が原油換算1,500KL以上
前年度の電気使用量が600万Kwh以上

※

 本県のCO2排出の特性…①産業系比率の高さ ②臨海部への集中

→CNに向けた取組を、臨海部（鹿島港・茨城港周辺）を中心に推進

＜全国＞ ＜茨城県＞

茨城県のCO2排出量の特徴 11



必要な取組 もたらされる成果

① CO2排出量の大幅削減（2050CN達成への貢献）

② 新産業の創出（新エネ供給、洋上風力関連産業等）

③ 産業競争力の強化（国際競争力向上、ESG投資受入）

④ 立地競争力の強化（企業立地の更なる拡大）

 再エネ電力やCN燃料（水素・アンモニ

ア等）のサプライチェーン構築

 エネルギー構造の抜本的転換に必要

な技術の開発、設備投資

 新エネルギーサプライチェーンの構築とエネルギー構造の抜本的転換を通して、
本県の将来を担う産業の創出を目指すプロジェクトを立ち上げ。（2021.5発表）
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①機運醸成

 新エネルギー需要推計調査
を踏まえ、県内で実現が期
待される実証PJの仮説を
構築

 CN燃料（水素・アンモニア
等）の供給拠点形成に向け
た将来像の策定

 三菱ケミカル（株）と戦略的
パートナーシップ協定を締
結（2022.9）

 産学官の連携基盤として
「いばらきCN産業拠点創出
推進協議会」を設置・開催

 「CNP形成計画作成WG」を
設置・開催し、全国初の「港
湾脱炭素化推進計画」を作
成（2023.3）

 「アンモニアサプライチェー
ン構築・利用WG」を設置・開
催し、広域サプライチェーン
の構築に向け検討

②体制構築

 CN産業拠点創出推進基金

(200億円)やFSへの補助

金等体系的な支援策を整備

 規制緩和に関する官民の意

見交換や国への提案・要望

（保安関連規制等）

③支援充実

取
組
の
三
本
柱

いばらきカーボンニュートラル産業拠点創出プロジェクトの推進 12



水素需要
（製造業・ガス火発など）

アンモニア需要
（石炭火発・ボイラーなど）

水素需要
（鉄鋼・石油・化学・ガス火発など）

アンモニア需要
（石炭火力・ボイラーなど）

茨城港
クリーンエネルギー

拠点

鹿島港
クリーンエネルギー

拠点

内陸部・県外の

工業団地等

当面は臨海部での

利用を想定しつつ

長期的には

広域供給も視野

国
内
第
一
陣
で
の

広
域
拠
点
形
成
へ

早
期
拠
点
化
に
向
け

需
要
を
先
行
開
拓

臨海部のエネルギー需要を踏まえ、茨城港と鹿島港にクリーンエネルギー拠点を形成

両拠点間でのエネルギー相互融通・相互変換（水素⇔アンモニア）も想定

→多様な産業エネルギー需要に応え、強靭で効率性の高いCN産業拠点を形成！

臨海部のエネルギー需要広域需要 クリーンエネルギー供給

アンモニア
輸入

水素輸入

拠点間で

融通

需要に応じ

直行も

再エネ電力
（洋上風力等）

LNG・
合成メタン

NH3

H2

2つの国際港湾を活かしたクリーンエネルギー拠点化例

CN産業拠点創出に向けた茨城県の取組方針 13



 県内だけではなく広域需要に対応したアンモニアサプライチェーンをデザインする
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鹿島エリア

茨城県内陸エリア

近隣他県内陸エリア

直接利用

キャリア
利用

工業炉・
ボイラ混焼

水素利用

アンモニア
専焼

クラッキング装置

サテライト
拠点

直接
利用

キャリア
利用

アンモニア
専焼

水素利用

受入基地

共同火力
混焼

工業炉・

ボイラ混焼

外航船
輸送

パイプライン

またはローリ

貯蔵設備

常陸那珂エリア

外航船
輸送

受入基地
石炭火力
混焼

貯蔵設備 パイプ

ライン

ローリ
払出設備

内航船
輸送

内航船

貯蔵設備

本県を起点とした広域アンモニアサプライチェーン構築イメージ図

ローリ
払出設備

ローリ

貨車

ローリ 工業炉・
ボイラ混焼

水素利用クラッキング装置

アンモニアサプライチェーン構築へのチャレンジ



 本県をハブ拠点とした広域サプライチェーンの構築に向け、

「アンモニアサプライチェーン構築・利用ワーキンググループ」を設置

 国支援制度の活用等により、国内随一のアンモニア供給・利用拠点形成を目指す
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■設置目的

アンモニアの調達・貯蔵・輸送・利用の各ステークホルダーが共同で検討を行い、

サプライチェーン実装に向けたインフラ整備・実証スケジュール等の具体化を図る。

■主な検討事項

アンモニアサプライチェーン基盤整備デザインと必要インフラ

国支援制度とアプローチ方針 等

■開催状況

第１回：2023.6.30 第２回：2023.11.21

第３回：2024.２.19 第４回：2024.11.18

推進体制

2023.3.24
設置設置目的・検討事項

いばらきカーボンニュートラル産業拠点創出推進協議会

茨城港CNP
形成計画作成WG

鹿島港CNP
形成計画作成WG

アンモニアSC
構築・利用WG

アンモニアサプライチェーン構築・利用WGの開催



アンモニアサプライチェーン構築・利用WG構成一覧 16

座長 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 再生可能エネルギー研究センター 招聘研究員 壹岐 典彦

副座長 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 企画本部 総括企画主幹 辻󠄀村 拓

参加企業

株式会社ＩＨＩ

アサヒグループジャパン株式会社

ＡＧＣ株式会社

花王株式会社

鹿島液化ガス共同備蓄株式会社

鹿島北共同発電株式会社

鹿島共同施設株式会社

鹿島南共同発電株式会社

株式会社クラレ

株式会社ＪＥＲＡ

昭和産業株式会社

東京電力エナジーパートナー株式会社

日本製鉄株式会社

三菱ガス化学株式会社

三菱ケミカル株式会社

レンゴー株式会社

参加企業
（民間オブザーバー）

株式会社小松製作所

株式会社SUBARU

日産自動車株式会社

本田技研工業株式会社

三井物産株式会社

オブザーバー 経済産業省 関東経済産業局（資源エネルギー環境部 カーボンニュートラル推進課）

事務局
茨城県（産業戦略部 技術振興局 科学技術振興課）

株式会社野村総合研究所



 WG等を通じ、アンモニアサプライチェーン構想について協議を進めてきた結果、

2024年5月に、企業５社と本県が共同申請した実行可能性調査事業が国補助金に採択

 本事業は、本県においても県独自の補助金で支援するなど企業の取組を強力に後押し
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【調査事業概要】

事業名：常陸那珂を起点とした北関東広域アンモニア／水素サプライチェーン整備

に関する調査事業

内 容：2030 年に向けてアンモニア／水素の供給・利用を想定したインフラ整備

等に係る実行可能性調査の実施

採択日：2024年５月31日

【実 施 者】

株式会社ＪＥＲＡ、日本製鉄株式会社、ＡＧＣ株式会社、

鹿島南共同発電株式会社、東京電力エナジーパートナー株式会社、茨城県

※県は、構想策定及び企業間連携・協議を支援

【国補助金概要】

名 称：令和６年度非化石エネルギー等導入促進対策費補助金

所 管：経済産業省 資源エネルギー庁

内 容：民間企業等が水素等の供給基盤構築の実現可否の判断に必要な情報の

整理及び分析を行うための実現可能性調査事業に要する経費への助成

国の実行可能性調査事業補助金に採択



事業実行可能性調査（FS）費補助金について

＜補助対象事業＞

①設備の燃料転換に向けた事業

②製鉄用設備の低炭素化回収に向けた事業

③CCS又はCCUS実現に向けた事業

 事業名称 鹿島地区水素事業実施可能性調査

 事業者名 鹿島南共同発電（株）、川崎重工業（株）、ENEOS（株） ※ 南共発（株）を代表事業者とした３社による共同事業

 事業概要 鹿島地区の地域事業者と連携し、水素関連設備の検討と水素需要量及び事業成立性の調査を行い、鹿島地区

全体の合理的な水素利活用に関する調査・検討を実施

（主な検討内容） ・水素需要調査 ・水素受入供給設備（受入設備、配管ルート等）の検討 ・水素導入の課題

2０２４年度補助内容

 事業名称 常陸那珂を起点とした北関東広域アンモニア／水素サプライチェーン整備に関する調査

 事業者名 （株）ＪＥＲＡ、日本製鉄（株）、AGC（株）、鹿島南共同発電（株）、東京電力エナジーパートナー（株）

 事業概要 2030年に向けてアンモニア／水素の供給・利用を想定したインフラ整備等に係る実行可能性調査の実施
※ 経産省資源エネ庁「令和６年度非化石エネルギー等導入促進対策費補助金」と併せて補助

＜補助金額＞

① 上限金額 １事業あたり15,000千円

② 補助率 ２／３以内
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 企業が行う「新エネルギーの導入及びそのサプライチェーン構築」又は「県内の低炭素
化・脱炭素化を促進」する実行可能性調査（フィジビリティスタディ（FS））の支援を実施

茨城県「実行可能性調査(FS)費補助金」

 事業名称 鹿島コンビナートCCUS実現に向けたCO2回収・送出設備に関する実行可能性調査

 事業者名 三菱ケミカル（株）茨城事業所

 事業概要 三菱ケミカル茨城事業所内の設備から排出されるCO2の回収・送出設備に関する検討を実施



 鹿島臨海工業地帯の川上の主要企業である三菱ケミカル株式会社と
カーボンニュートラル実現に向けた戦略的パートナーシップ協定を締結

【協定の概要】

締結日：2022年9月12日

目 的： 鹿島臨海工業地帯における循環型

コンビナートの形成や、茨城臨海部

を拠点とした カーボンニュートラル

産業拠点の創出に向け連携・協力を

図る

主な連携内容：

 ケミカルリサイクルによるプラスチック

資源循環

 化石燃料由来からバイオ由来の原材料への転換

 コンビナートから排出されるCO2の原料化

 新エネルギー・再生可能エネルギーの確保

三菱ケミカル（株）とENEOS（株）が共同でケミ
カルリサイクル事業を実施 ※2021.7発表

原
油

石油製品
廃棄

石油
精製

クラッ
カー

各種
プラ
製品

油化
設備

一次
処理

廃プラ

※共同事業範囲

三菱ケミカルとの戦略的パートナーシップ協定締結 19



 プラのリサイクルはサーマル主体から「マテリアル」「ケミカル」へ徐々に移行

 化学メーカー主導で様々な計画が進められており、三菱ケミカル茨城事業所においても、油化

設備を整備中。

 ケミカルリサイクル由来の基礎製品供給により、コンビナートを川上側から低炭素（脱炭素）化

し、環境価値の高い製品の生産拠点への「進化」を図る

2018 2023 2027 2030 2050

廃プラスチックの処理展望

■TR ■MR ■CR

• 安価・安定的な原料確保に向け、 2023年度から、プラ排出元とのコミュニケーション

（排出・処理状況のヒアリング等）を実施中

• ケミカルリサイクルの本格化に向け、県内での原料プラ回収スキーム構築を推進！

三菱ケミカル社のケミカルリサイクル事業概要

■出所
日本化学工業協会「廃プラスチックのケミカルリサイクルに対する化学産業のあるべき姿」
一般社団法人プラスチック循環利用協会「プラスチックリサイクルの基礎知識」

※１ ※2 ※3

※１ TR ＝サーマルリサイクル ※2 MR ＝マテリアル（材料）リサイクル ※3 CR  ＝ケミカルリサイクル

ケミカルリサイクルによるコンビナートの競争力強化 20



港湾脱炭素化推進計画の概要

・脱炭素化による港湾の魅力向上（競争力強化）
・次世代エネルギーのサプライチェーンの拠点化

2030年：2013年比46％削減 2050年：カーボンニュートラル

①次世代エネルギーの

供給（輸送・貯蔵等）

拠点化

→大型船による大量一括輸

送、貯蔵及び配送を可能と

する受け入れ環境の検討

②物流・人流ターミナル、港湾

地域に立地する企業の活動

の脱炭素化

→脱炭素に関する実証的な取組の

場として港湾地域を活用

③再生可能エネルギーの

導入促進への貢献

→洋上風力発電の導入、関連

産業の立地、発電したエネル

ギーの県内活用可能性の検討

目的・目標

基本方針

21港湾脱炭素化推進計画の概要

 2022年12月の改正港湾法の施行を踏まえ、法定計画として全国初となる
茨城港・鹿島港港湾脱炭素化推進計画を作成・公表（2023年3月31日）



茨城港・鹿島港の２つの国際港湾と大規模製造業等の集積を活かし、モデル構築から設備
投資までの一貫した支援により、カーボンニュートラルの実現に不可欠な水素・アンモニア
のサプライチェーン（SC）構築等を通じた新たな産業拠点の創出を推進します。

いばらきカーボンニュートラル産業拠点創出推進関連事業

令和6年度 当初予算

【Ｒ6当初予算額 115百万円】
（Ｒ5当初予算額 115百万円）

政策企画部地域振興課鹿行Ｇ（029-301-2730）

産業戦略部技術振興局科学技術振興課研究開発推進Ｇ（029-301-2499）

モデル構築 実行可能性調査 実証 社会実装

先導モデル創出推進

50百万円

①民間企業の実行可能性調査への補助 35百万円
CN産業拠点創出推進基金

(200億円)②アンモニアSC構築実行可能性調査の伴走支援 30百万円

カーボンニュートラル産業拠点創出に向けた一気通貫した支援体制

R6年度主要事業

①民間企業の実行可能性調査への補助 ②アンモニアSC構築実行可能性調査の伴走支援

複数企業が連携して実施するアンモニアSC基盤

整備に係る事業実行可能性調査の伴走支援
○ 支援内容

 合同会議の設置・運営、調査全体の進行管理

 インフラ整備に向けた一体的な計画策定

○ 調査対象設備（例）

 共同貯蔵タンク、パイプライン、脱水素設備 等

大規模な新エネルギーの導入やSC構築等の事業

実行可能性の検討を行う民間企業への補助
○ 補助額 最大30百万円 ※ 総事業費の2/3以内

○ 補助対象

 設備の燃料転換に向けた調査

 製鉄用設備の低炭素化改修に向けた調査

 CCS（二酸化炭素の地中貯留）等の実現に向けた調査 等

22



茨城県のCN関連中小企業等支援策（2024年度）
区分 事 業 名 【対象】 概 要

知
る

セミ
ナー

いばらき脱炭素経営
シンポジウム 【県民・企業】

脱炭素経営の事例紹介等を通じ、CNの理解促進のためのシンポジ
ウム（セミナー）を開催

普及
啓発
制度

いばらきエコスタイル
【県民・企業】

職場や家庭における省エネや節電の取組を県民運動として推進し、
県民一人ひとりの環境に配慮したライフスタイルの定着を図る

いばらきエコチャレンジ
【県民・企業】

家庭で取り組んだ省エネ行動の成果をCO2削減量として簡易に把
握。個人（家庭）または事業所単位で登録

茨城エコ事業所 【企業】
地球環境に配慮した取組を積極的に実施している事業所を「茨城エ
コ事業所」として登録し、環境負荷削減の取組を促進

測
る

無料
診断

うちエコ診断（家庭の省エネ
診断） 【県民】

各家庭のエネルギー使用状況を診断し、効果的な省エネ対策をアド
バイス （診断費用：無料）

中小規模事業所省エネルギー
対策支援事業（省エネ診断）
【企業】

年間エネルギー使用量が、原油換算1,500kL未満等の要件を満た
した県内事業者に対し、省エネの専門家が診断し、設備更新・運用
改善の提案を実施 （診断費用：無料）

減
ら
す

補助

自立・分散型エネルギー設備
導入促進事業費補助金 【県民】

家庭における再生可能エネルギーの普及を推進するため、家庭用
蓄電池の導入支援を行う市町村に対し定額で補助
 補助額上限５万円／基（定額） 【県→市町村→購入者】

中小規模事業所省エネ対策
設備導入補助金 【企業】

省エネ診断を受けた事業者を対象に設備導入を支援
 補助上限額：100万円未満、補助率：1/3

融資
中小企業融資資金貸付金
（新分野進出等支援融資）
【企業】

①CN実現などに向けた中小企業の新分野進出や事業拡大を支援
②脱炭素化設備導入により、経営力強化を図る中小企業を支援
 設備資金：1億円以内、10年以内 （融資利率：1.3～1.6%）

ＣＮ関連の県民・中小企業向け支援策（2024年度） 23

※上記の他、2022及び２０２３年度には、「いばらきエネルギーシフト促進事業」により、事業者を対象に、
太陽光発電設備及び蓄電池の導入を支援 （補助額：太陽光12万円／kW 、 蓄電池 ９万円／kWh）



茨城県のCN関連中小企業等支援策（2024年度）
参考：日立市の取組（中小企業脱炭素経営促進事業の概要） 24



茨城県のCN関連中小企業等支援策（2024年度）
参考：日立市の取組（日立市脱炭素経営支援システム） 25


